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日本国憲法と文民統制
萩　原　貴　司＊
1．研究の目的
　自衛隊出動における国会承認は，文民統制を根
拠に求められるといわれている．文民統制（シビ
リアン・コントロール）とは，政治の軍隊に対す
る優越と一般的にいわれ，民主国家における政軍
関係における原則を指す．軍の活動は政治がコン
トロールする，というわけである．しかし，日本
国憲法は平和主義を採用し，戦争の放棄・戦力の
不保持・交戦権の否認を規定する．自衛隊の存在
とその活動については様々な議論がある．一方，
現在の日本では文民統制について，その理念と原
則に疑念を抱いている人はいないといっても差し
支えない．
　ではその文民統制の憲法上の根拠条文は何か．
文民統制をあらわすと解される憲法上の条文は66
条 2 項であり，「内閣総理大臣その他の国務大臣
は，文民でなければならない」と規定するのみで
ある．もっとも，自衛隊の活動は立法化され政治
の決定に従っており，十分に文民統制が及んでい
る，とも思える．ここでさらに自衛隊の出動に国
会承認を求めるのは，なぜか．自衛隊出動におけ
る国会承認の検討を通じて，日本国憲法と文民統
制の「あり方」を考察するのが本稿の目的である．
2．論文の内容
　第 1章では，憲法 9条の解釈について学説・判
例・政府見解を検討する． 9条の解釈によっては，
文民統制の論じ方が異なるからである．
　まず， 9条は，基本的には武力によらない平和
の確立を求めるものであり，平和主義の根拠規定
であることは明らかである．一方，日本国憲法制
定過程からも 9条の文言からも自衛権を完全には
否定できない．
　国権の発動たる戦争等を「永久に」放棄するた
めには国際環境の変化に耐えうる平和主義でなけ
ればならない．そこでは， 9条が平和主義の「要
請」と自衛権の「許容」という形で両者が存在す
る規定であると考えられる．この平和主義の「要
請」と自衛権の「許容」の関係は自衛権の行使・
保持については必要最小限でなければならず，そ
の具体的内容は憲法の下位規範である立法による．
　第 2章では，文民統制の本質から，日本での基
本的制度，憲法66条 2 項の法的性格を検討する．
　自衛権の行使・保持が憲法上認められ，それが
必要最小限であるようにするためには，それを統
制する手段が必要になる．これが文民統制である．
自由・自律を本質とする一般市民権力関係を，命
令・服従を本質とする軍事的権力関係より優先さ
せるために，文民統制は立憲主義からの要請であ
るとともに民主主義からの要請でもある．
　文民統制の制度として大別すれば，ハンチント
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ンが提唱する一元的集権的統制とファイナーが提
唱する多元的分権的統制に分類される．日本国憲
法は，国会，内閣，裁判所による統制が可能であ
り，多元的分権的統制を予定していると考えられ
る．
　日本国憲法において66条 2 項は， 9条のいわゆ
る芦田修正を受けて，場合によっては武力組織を
保有する可能性がでてきたため挿入された条項で
ある．また，自衛隊の対外的実力作用は，他の行
政作用とはその本質的に異なるがゆえに特に統制
が必要と考えられる．したがって，本条項は文民
統制の根拠規定と解しうる．
　第 3章では，国家作用としての防衛作用の視点
から．憲法65条の「行政権」の内容，内閣総理大
臣の最高指揮監督権と国会承認の法的性格につい
て，検討する．
　65条の「行政権」とは，国のとるべき適切な方
向・総合的な政策のあり方を追求しつつ，法律の
誠実な執行を図る作用と解し，防衛作用は「行政
権」の一つであると考える．議院内閣制の下，内
閣と国会の協同関係が要請され，「行政権」は内閣
に排他的に帰属するものではなく，他の国家機関
にも帰属しうる．
　内閣総理大臣は自衛隊の最高指揮監督権者であ
る．この指揮監督権は，憲法72条での「行政各部」
を指揮監督する権限を確認したものといえる．一
方，国会は，内閣の自衛隊に対する行動命令権を
立法により規定する．また，国会承認は，その規
定の仕方から防衛作用の一部と考えられる．行動
命令権の規定は国会に，発令は内閣に，その承認
は国会に，という形で防衛作用は内閣と国会に分
割して帰属することになる．したがって，防衛作
用においては内閣と国会の意思の合致が必要であ
り，行動命令権に対する国会承認は防衛作用とし
て必要である．
3．結　　　論
　以上の考察から， 9条により憲法は自衛権の行
使・保持に関し，その具体的内容について立法化
を要請していること，文民統制の制度としては多
元的分権的統制を予定していること，「行政権」は
内閣に排他的に帰属するものではないこと，これ
らにより防衛作用は，内閣と国会に分割して帰属
する．これは，立憲主義，民主主義からの要請で
もある．したがって，防衛作用は立法化できる範
囲で国会にも帰属し，自衛隊の活動は内閣と国会
の意思の合致を必要とする．防衛作用である自衛
隊の活動について文民統制を貫徹しようとする日
本国憲法の趣旨が明らかになった，と考える．
